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情報保護評価と関連既存制度との関係について 

 

※本資料、参考資料６「情報保護評価に関連する認定制度」及び参考資料７「政

府統一基準群について」は、公開資料を基に、内閣官房情報通信技術（IT）担

当室及び同社会保障改革担当室にて作成したもの。 

 

第１ 既存制度について 

 

 情報保護評価はプライバシーへの影響を評価するものであり、その評価対象

には、個人情報保護対策と情報セキュリティ対策が含まれ得ることから、両対

策に関連する既存制度と情報保護評価との関係を整理する。 

 

まず、個人情報保護対策の関連既存制度としては、以下が挙げられる。 

①行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年五月三十日

法律第五十八号）（以下、「行政機関個人情報保護法」という。）に基づく

個人情報ファイル簿等 

②プライバシーマーク制度 

（参考資料６ 「情報保護評価に関連する認定制度」ご参照） 

 

次に、情報セキュリティ対策の関連既存制度としては、以下が挙げられる。 

③政府統一基準群 

 （参考資料７ 「政府統一基準群について」ご参照） 

④ISMS 適合性評価制度 

⑤IT セキュリティ評価及び認証制度（JISEC） 

（参考資料６「情報保護評価に関連する認定制度」ご参照） 

 

第２ 個人情報保護対策の関連既存制度と情報保護評価 

 

１ ①行政機関個人情報保護法に基づく個人情報ファイル簿等 

 

○ 行政機関個人情報保護法では、個人情報ファイル（同法２条４項）を保

有しようとするときには、利用目的、記録項目、記載範囲、収集方法、経

常的提供先などを総務大臣に対し事前通知し（同法１０条１項）、かつ保有

後に公表しなければならない（同法１１条１項）ものとされている（以下、

同法１０条１項及び１１条１項を総称して、「個人情報ファイル簿等」とい

参考資料５ 
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う。）。 

（別紙「行政機関の保有する個人情報の保護に関する 

法律関連条文抜粋」ご参照） 

 

○ 個人情報ファイル簿等は、行政機関における個人情報の取扱いにかかる

透明性を図り、個人情報の適正な管理及び国民への情報公開に資するもの

である。 

しかし、個人情報ファイル簿等は、個人情報ファイルを単位とした静的

な記述によるものであるため、具体的な業務やシステムの中で、個人情報

が具体的にどのような目的でどこから収集され、どのように利用され、ど

の機関に提供され、さらに再提供がされていくのか否かなどといった、全

体的なフローが見えにくいものとも考えられる。 

（別紙２ご参照） 

 

○ 情報保護評価では、個別・具体的な情報システムを単位とし、その中で

の個人情報の取扱いの流れ及び全体像を分析・評価することで、行政機関

等が国民のプライバシー保護にどのように取り組んでいるかについて行政

機関自身が宣言し、もって、より一層の信頼を獲得することを目指すもの

である。 

また情報保護評価は「通知・公表」にとどまらず、プライバシーへの影

響とその対策を事前に「分析・評価」することにより、プライバシーへの

悪影響を未然に防止し、また事後の大規模な仕様変更を防ぎ、不必要な財

政支出の防止を目的とするものでもある。 

 

○ したがって、以上の点から、個人情報ファイル簿等と情報保護評価では、

対象・態様が異なるものと考えられる1。しかし、記載事項について一定の

重複がある個人情報ファイル簿等と情報保護評価双方を義務づけるべきか、

両制度間の調整を図る必要がないかどうか、検討することとしてはどうか。 

 

２ ②プライバシーマーク制度 

 

（１）プライバシーマーク制度とは 

 

                                                   
1  なお、換言すれば、情報保護評価報告書においては、個人情報ファイル簿等の記載事項

だけでなく、個人情報の全体的なフローが把握でき、かつプライバシーへの影響とその対

策を事前に分析・評価しなければならないということができる。 
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○ プライバシーマーク制度とは、個人情報について適切な保護措置を講ず

る体制を整備している事業者等を認定して、その旨を示すプライバシーマ

ークを付与し、事業活動に関してプライバシーマークの使用を認める制度

である。 

 

○ プライバシーマーク制度では、個人情報保護のための PDCA（Plan 計画-Do

運用-Check 点検-Action 見直し）サイクルである「PMS（個人情報保護マネ

ジメントシステム）」を構築しなければならず、個人情報保護について、適

切な方針が策定され、それに則った体制・計画が整備され、運用され、か

つきちんと運用状況が点検され見直されていることを確認するものである。 

 

（２）情報保護評価との相違点 

 

ア 保護対象・審査基準 

 

○ プライバシーマーク制度は、個人情報保護法を基にして、さらにそれに

上乗せした確認を行っている2ものであり、審査基準である「JIS Q 15001」

は、個人情報保護法に原則基づいている。 

 

○ これに対し、情報保護評価は個人情報保護法令遵守にとどまらず、プラ

イバシー保護を目的としたものである。 

またさらにいえば、かかる個人情報保護法令は、行政機関の場合は行政

機関個人情報保護法、独立行政法人の場合は独立行政法人等の保有する個

人情報の保護に関する法律（平成十五年五月三十日法律第五十九号）、地方

公共団体の場合は当該地方公共団体における個人情報保護条例であり、し

たがって、行政機関、地方公共団体、関係機関のうちの独立行政法人にお

                                                   
2 プライバシーマーク制度では、個人情報保護のための PDCAサイクルである「PMS（個

人情報保護マネジメントシステム）」が、個人情報保護法等を取り込んだ審査基準である、

「JIS Q 15001:2006個人情報保護マネジメントシステム―要求事項」に適合しているか確

認する。 

JIS Q 15001は、原則、個人情報保護法に基づいているが、以下の点では個人情報保護法

よりも高いレベルを要求している。 

①特定の機微な個人情報の取扱いを原則禁止 

②直接書面取得の場合は本人同意が必要 

③同意なく取得した個人情報を利用して本人にアクセスする際は、取得方法を通知した

上でその利用について本人の同意を得る 

④オプトアウトでの第三者提供は認められない 

⑤本人から利用停止などの求めがあったときは、原則として応じる 
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ける情報保護評価とプライバシーマーク制度は、基準となる法律自体が異

なるものである。 

 

イ 評価対象 

 

○ また、独立行政法人以外の関係機関及び民間事業者3についても、情報保

護評価とプライバシーマーク制度とでは、評価対象が異なるものと考えら

れる。 

 

○ プライバシーマーク制度は全社的な取組みを認定対象とするものである

が、情報保護評価では個々のシステムが評価対象となるものである。 

 

○ またプライバシーマーク制度は個人情報保護法を遵守するための組織体

制がとられているか、PDCA サイクルが有効に機能しているか確認するため

のものであり、組織経営手法の一つであるマネジメントシステムを、主に

個人情報保護法遵守の観点から確認するものである。 

実際の審査にあっては PDCA サイクルを審査するために、個別のシステム

や取組みをサンプル的に抽出して確認することはあっても、個別のシステ

ムについての審査が目的ではない。 

 

○ これに対し情報保護評価は、個々のシステムをプライバシーへの影響度4

の観点から確認するものであり、対象が異なるといえる。 

 

○ 以上のように、プライバシーマークを取得している事業者であっても、

個々の情報システムのプライバシーへの影響を分析・評価したものではな

いので、情報保護評価を実施する必要があるといえるのではないか5。 

 

                                                   
3  番号制度の対象機関は、①行政機関、②地方公共団体、③関係機関及び④民間事業者で

あるところ、①行政機関、②地方公共団体、③関係機関のうちの独立行政法人については、

基準となる法律自体が異なり、また本文中のイ以下の点でも異なるものと考えられる。ま

た③関係機関のうちの独立行政法人以外及び④民間事業者については、基準となる法律自

体は同じであるが、本文中のイ以下の点で異なるものと考えられる。 
4  なお、個人情報保護法令遵守とプライバシー保護との具体的な差異については資料３の

３ページ以下のとおり。 
5  但し、既にプライバシーマークを取得している機関については、情報保護評価報告書や

その他において、プライバシーマークを取得済みであることを記述することで、個人情報

保護に適切な体制をとっていることを宣言することができ、個人情報保護やプライバシー

保護に積極的であることを示せるものと思われる。 
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第３ セキュリティ関連の既存制度と情報保護評価 

 

１ 総論 

 

○ 情報保護評価の目的は、資料３第２の２のとおり、セキュリティの確保

そのものではない。 

またプライバシー保護にとって、セキュリティ対策は一つの手段にすぎ

ないと考えられる。 

 

○ 情報保護評価報告書の記載様式項目（案）でいえば、セキュリティ対策

は主に「７個人情報の管理方法」に関するものであり、「１１個人情報の正

確性の確保・救済」「６個人情報の使用方法」の一部にも関連すると思われ

る。 

 

○ つまり、セキュリティ対策について、情報保護評価の観点からは、 

「プライバシーに配慮した適切な管理方法がとられているか」 

「個人情報が誤って削除されたり改変されたりしないよう、どのよう

な措置を講じているか」 

「個人情報を閲覧できる者、更新できる者、削除できる者をどのよう

に必要最小限に限定しているか」 

「「番号」の盗用、個人情報の漏えい、災害発生時など、問題が発生し

た際の対応手順を定めているか」 

などの点を評価すべきであり、セキュリティ対策について逐一評価すべき

ものではないと考えられるのではないか。 

 

２ ③政府統一基準群 

 

（１）政府統一基準群とは 

 

○ NISC（内閣官房情報セキュリティセンター）では、政府機関が遵守すべ

き情報セキュリティに関する以下の基準を定めている（政府統一基準群）。 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規範（統一規範）」 

・「政府機関の情報セキュリティ対策における政府機関統一管理基準及

び政府機関統一技術基準の策定と運用等に関する指針（運用等指針）」 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一管理基準（統一管理

基準）」 
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・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一技術基準（統一技術

基準）」 

 

○ 政府統一基準群は、政府機関全体の情報セキュリティ対策を強化・拡充

するために、政府機関が行うべき情報セキュリティ対策の統一的な枠組み

を構築し、それぞれの府省庁の情報セキュリティ水準の斉一的な引上げを

図るものである。 

 

○ 各行政機関においては、政府統一基準群で定められた以上の情報セキュ

リティの確保を目的として、各府省庁における基本方針、対策基準及び実

施手順を策定するものとされている。 

 

（２）情報保護評価との相違点 

 

○ 政府統一基準群と情報保護評価とでは、対象・目的が異なるものと考え

られる。 

 

○ 政府統一基準群の目的は政府機関全体の情報セキュリティ対策の強化・

拡充を図ることにあり、情報セキュリティ対策の実施により、情報資産の

CIA（Confidentiality 機密性、Integrity 完全性、Availability 可用性）

の維持を図ることを目的とする。 

 

政府機関における情報セキュリティ対策の対象は、「政府機関が扱うシス

テムにかかるすべての情報資産」であるため、個人情報やプライバシー情

報に限定されず、システム内部に記録された情報、システム外部の電磁的

記録媒体に記録された情報及びシステムに関係がある書面に記載された情

報すべてが対象となる。 

 

また政府統一基準群の目的である「CIA の維持」は、安全管理措置等の点

ではプライバシー保護と重なり合うと考えられる一方で、利用目的の明示

や開示請求等の点では、プライバシー保護と観点が異なるものと考えられ

る。 

 

○ したがって、政府統一基準群に則った各府省庁における基本方針、対策

基準及び実施手順を策定・実践している組織であっても、個々のシステム

のプライバシーへの影響を分析・評価する必要があるため、情報保護評価
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を実施する必要があるといえるのではないか。 

 

３ ④ISMS 適合性評価制度 

 

（１）ISMS 適合性評価制度とは 

 

○ ISMS 適合性評価制度とは、組織の情報セキュリティ管理に関する仕組み

についての認証制度である。認証を受けるためには、セキュリティ確保の

ための PDCA サイクルである「ISMS（情報セキュリティマネジメントシステ

ム）」を構築しなければならず、個別の問題ごとの技術対策の他に、セキュ

リティについて適切な方針が策定され、それに則った体制・計画が整備さ

れ、運用され、かつきちんと運用状況が点検され見直されていることを確

認するものである。 

 

○ ISMS 適合性評価制度は政府統一基準群同様、情報資産の CIA

（Confidentiality 機密性、Integrity 完全性、Availability 可用性）の

維持を目的とする。 

 

（２）情報保護評価との相違点 

 

○ ISMS 適合性評価制度はプライバシーマーク制度同様、PDCA サイクルにつ

いて確認を行うものである。すなわち、セキュリティを確保するための組

織体制がとられているか、PDCA サイクルが有効に機能しているか確認する

ためのものであり、組織経営手法の一つであるマネジメントシステムを、

セキュリティの観点から確認する。 

 

実際の審査にあっては PDCA サイクルを審査するために、個別のシステム

や取組みをサンプル的に抽出して確認することはあっても、個別のシステ

ムについての審査が目的ではない。 

 

これに対し情報保護評価は、個々のシステムをプライバシーへの影響度

の観点から確認するものであり、対象が異なるものといえる。 

 

○ また ISMS 適合性評価制度は政府統一基準群同様、「情報資産」を対象と

し、情報資産の「CIA の維持」を目的とするため、情報保護評価と目的を

異にする。 



8 

 

 

○ 以上のように、ISMS 適合性評価制度において認定を取得している組織で

あっても、個々のシステムのプライバシーへの影響を分析・評価したもの

ではないので、情報保護評価を実施する必要があるといえるのではないか。 

 

４ ⑤IT セキュリティ評価及び認証制度（JISEC） 

 

（１）IT セキュリティ評価及び認証制度（JISEC）とは 

 

○ IT セキュリティ評価及び認証制度とは、デジタル複合機、ミドルウェア、

ネットワーク機器などの IT関連製品、システムのセキュリティ機能につい

ての適切性・確実性を認証する制度である。 

 

（２）情報保護評価との相違点 

 

○ 製品、システムを対象とした認証制度であるため、システムを対象とす

る情報保護評価と共通する点もあるが、セキュリティ機能の適切性・確実

性を評価するものであるため、プライバシーへの影響を分析・評価する情

報保護評価とは目的が異なる。 

 

○ したがって、ITセキュリティ評価及び認証制度において認証を受けたシ

ステムであっても、個々のシステムにおけるプライバシーへの影響を分

析・評価したものではないので、情報保護評価を実施する必要があるとい

えるのではないか。 
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第４ 上記関連既存制度と対象機関 

 

 ①個人情報 

ファイル簿等 

②プライバ

シーマーク

制度 

③政府統一

基準群 

④ISMS 

適合性評価

制度 

⑤IT セキュ

リティ評価

及び認証制

度（JISEC） 

行政機関 ○ ― ○ ○ ○ 

関係 

機関 

独立行政

法人 

△ 

※作成・公表 

のみ 

― × 

※注１ 

○ ○ 

独立行政

法人以外 

× 

※但し、個人 

情報保護法 

２３Ⅱ、２４Ⅰ 

○ 

 

× ○ ○ 

地方公共団体 △ 

※多くの条例で 

同様の規制あり 

― × 

※注２ 

○ ○ 

民間事業者 × 

※但し、個人 

情報保護法 

２３Ⅱ、２４Ⅰ 

○ × ○ ○ 

 

注１：NISC より、独立行政法人等において情報セキュリティポリシーを作成す

る際の参考資料として、以下が公開されている。 

・「独立行政法人Ａ機構における情報セキュリティ対策のための管理基準解

説書 (政府機関統一管理基準 K304-101 版ベース)」6  

・「独立行政法人Ａ機構における情報セキュリティ対策のための技術基準解

説書 (政府機関統一技術基準 K305-101 版ベース)」7 

また、「情報セキュリティ２０１１8」（平成 23 年 7月 8日情報セキュリテ

ィ政策会議決定）において、各府省庁は、所管する独立行政法人等に対

して、政府機関統一基準群を含む政府機関における一連の対策を踏まえ、

情報セキュリティポリシーの策定・見直しを要請するとともに、必要な

支援等を行うものとされている。 

                                                   
6 http://www.nisc.go.jp/active/general/pdf/K304-101iaa.pdf 
7 http://www.nisc.go.jp/active/general/pdf/K305-101iaa.pdf 
8 http://www.nisc.go.jp/active/kihon/pdf/js2011.pdf 
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注２：総務省より、地方公共団体において情報セキュリティポリシーを作成す

る際の参考資料として、「地方公共団体における情報セキュリティポリシ

ーに関するガイドライン」9が公開されている。 

 

                                                   
9 http://www.soumu.go.jp/denshijiti/jyouhou_policy/pdf/100712_1.pdf 



行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

（平成十五年五月三十日法律第五十八号） 

関連条文抜粋 

 

（定義）  

第二条  ４  この法律において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の

集合物であって、次に掲げるものをいう。  

一  一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検

索することができるように体系的に構成したもの  

二  前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、そ

の他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系

的に構成したもの 

 

（利用及び提供の制限）  

第八条  行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個

人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。  

２  前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することが

できる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供す

ることによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められ

るときは、この限りでない。  

一  本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。  

二  行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利

用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあると

き。  

三  他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情

報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又

は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利

用することについて相当な理由のあるとき。  

四  前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人

情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、

その他保有個人情報を提供することについて特別の理由のあるとき。  

３  前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定の適用を妨げ

るものではない。  

４  行政機関の長は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保

有個人情報の利用目的以外の目的のための行政機関の内部における利用を特定の部局又

参考資料５別紙 



は機関に限るものとする。 

 

（個人情報ファイルの保有等に関する事前通知）  

第十条  行政機関（会計検査院を除く。以下この条、第五十条及び第五十一条において同

じ。）が個人情報ファイルを保有しようとするときは、当該行政機関の長は、あらかじめ、

総務大臣に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。通知した事項を変更しよ

うとするときも、同様とする。  

一  個人情報ファイルの名称  

二  当該行政機関の名称及び個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組

織の名称  

三  個人情報ファイルの利用目的  

四  個人情報ファイルに記録される項目（以下この章において「記録項目」という。）

及び本人（他の個人の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者に限

る。次項第九号において同じ。）として個人情報ファイルに記録される個人の範囲（以

下この章において「記録範囲」という。）  

五  個人情報ファイルに記録される個人情報（以下この章において「記録情報」という。）

の収集方法  

六  記録情報を当該行政機関以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先  

七  次条第三項の規定に基づき、記録項目の一部若しくは第五号若しくは前号に掲げる

事項を個人情報ファイル簿に記載しないこととするとき、又は個人情報ファイルを個

人情報ファイル簿に掲載しないこととするときは、その旨  

八  第十二条第一項、第二十七条第一項又は第三十六条第一項の規定による請求を受理

する組織の名称及び所在地  

九  第二十七条第一項ただし書又は第三十六条第一項ただし書に該当するときは、その

旨  

十  その他政令で定める事項  

２  前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。  

一  国の安全、外交上の秘密その他の国の重大な利益に関する事項を記録する個人情報

ファイル  

二  犯罪の捜査、租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査又は公訴の提起若し

くは維持のために作成し、又は取得する個人情報ファイル  

三  行政機関の職員又は職員であった者に係る個人情報ファイルであって、専らその人

事、給与若しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの（行

政機関が行う職員の採用試験に関する個人情報ファイルを含む。）  

四  専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル  

五  前項の規定による通知に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部



又は一部を記録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範

囲が当該通知に係るこれらの事項の範囲内のもの  

六  一年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル  

七  資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記

録情報を記録した個人情報ファイルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所そ

の他の送付又は連絡に必要な事項のみを記録するもの  

八  職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報

ファイルであって、記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの  

九  本人の数が政令で定める数に満たない個人情報ファイル  

十  第三号から前号までに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める

個人情報ファイル  

十一  第二条第四項第二号に係る個人情報ファイル  

３  行政機関の長は、第一項に規定する事項を通知した個人情報ファイルについて、当該

行政機関がその保有をやめたとき、又はその個人情報ファイルが前項第九号に該当する

に至ったときは、遅滞なく、総務大臣に対しその旨を通知しなければならない。  

 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表）  

第十一条  行政機関の長は、政令で定めるところにより、当該行政機関が保有している個

人情報ファイルについて、それぞれ前条第一項第一号から第六号まで、第八号及び第九

号に掲げる事項その他政令で定める事項を記載した帳簿（第三項において「個人情報フ

ァイル簿」という。）を作成し、公表しなければならない。  

２  前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。  

一  前条第二項第一号から第十号までに掲げる個人情報ファイル  

二  前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部

又は一部を記録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範

囲が当該公表に係るこれらの事項の範囲内のもの  

三  前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める個人情報ファイ

ル  

３  第一項の規定にかかわらず、行政機関の長は、記録項目の一部若しくは前条第一項第

五号若しくは第六号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載し、又は個人情報ファイ

ルを個人情報ファイル簿に掲載することにより、利用目的に係る事務の性質上、当該事

務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、その記録項目の一

部若しくは事項を記載せず、又はその個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載し

ないことができる。 

  



行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律施行令 

（平成十五年十二月二十五日政令第五百四十八号） 

関連条文抜粋 

 

（個人情報ファイルの保有等に関する事前通知）  

第四条  法第十条第一項第十号の政令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一  個人情報ファイルの保有開始の予定年月日  

二  その他総務大臣の定める事項  

 

（法第十条第二項第九号 の政令で定める数）  

第五条  法第十条第二項第九号の政令で定める数は、千人とする。  

 

（法第十条第二項第十号 の政令で定める個人情報ファイル）  

第六条  法第十条第二項第十号の政令で定める個人情報ファイルは、次に掲げる個人情報

ファイルとする。  

一  次のいずれかに該当する者に係る個人情報ファイルであって、専らその人事、給与

若しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの（イに掲げる

者の採用又は選定のための試験に関する個人情報ファイルを含む。） 

イ 行政機関の職員以外の国家公務員であって行政機関若しくは行政機関の長の任

命に係る者、行政機関が雇い入れる者であって国以外のもののために労務に服す

るもの若しくは行政機関若しくは行政機関の長から委託された事務に従事する者

であって当該事務に一年以上にわたり専ら従事すべきもの又はこれらの者であっ

た者 

ロ 法第十条第二項第三号に規定する者又はイに掲げる者の被扶養者又は遺族 

二 法第十条第二項第三号に規定する者及び前号イ又はロに掲げる者を併せて記録

する個人情報ファイルであって、専らその人事、給与若しくは福利厚生に関する

事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの 

 

（法第十一条第二項第三号 の政令で定める個人情報ファイル）  

第九条  法第十一条第二項第三号の政令で定める個人情報ファイルは、法第二条第四項第

二号に係る個人情報ファイルで、その利用目的及び記録範囲が法第十一条第一項の規定に

よる公表に係る法第二条第四項第一号に係る個人情報ファイルの利用目的及び記録範囲の

範囲内であるものとする。 

  



個人情報の保護に関する法律 

（平成十五年五月三十日法律第五十七号） 

関連条文抜粋 

 

（第三者提供の制限）  

第二十三条  個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意

を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。  

一  法令に基づく場合  

二  人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。  

三  公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。  

四  国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより

当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

２  個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じ

て当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合で

あって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り

得る状態に置いているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提

供することができる。  

一  第三者への提供を利用目的とすること。  

二  第三者に提供される個人データの項目  

三  第三者への提供の手段又は方法  

四  本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止す

ること。 

３  個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更

する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置か

なければならない。 

 

（保有個人データに関する事項の公表等）  

第二十四条  個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、

本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければ

ならない。  

一  当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称  

二  すべての保有個人データの利用目的（第十八条第四項第一号から第三号までに該当

する場合を除く。）  



三  次項、次条第一項、第二十六条第一項又は第二十七条第一項若しくは第二項の規定

による求めに応じる手続（第三十条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、

その手数料の額を含む。）  

四  前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事

項として政令で定めるもの  

２  個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的

の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。  

一  前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場

合  

二  第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合  

３  個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を

通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければな

らない。 
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